　

１　利用者死亡後の支払について
　利用者が死亡した場合、本事業の契約も当然に終了します（民法６５３条）。
　したがって、利用者の死亡日が契約終了日であり、金融機関における代理権等の権限も消失することになります。利用者死亡後に利用者が生存中に利用した福祉サービス等の支払いが残っていたとしても、本契約の代理権によって預貯金の払い戻しを行い、支払うことはあり得ないことです。
利用者死亡時にすでにそれらの預貯金は相続人のものであり、利用者のものではないと考えます。本来、そうした支払いについては、利用者の相続人が相続財産とともに債権として相続し、相続人が支払うこととなります。

　しかし、利用者には、相続人がいない、もしくは連絡がとれないなどの事情がある方が多く、死亡後の利用料の支払い、葬儀費用の支払に困難を来たしているのも事実です。
　そうした事実があることから、社協が親切心で、本人との間に何の契約もなく、社協の判断で利用者生存中の福祉サービス等の支払いを行うことは、その他の債権者から支払いを求められた時にどう対応するのかということを想定しておく必要があります。このような事態を想定すると、利用者と死後の支払についての約束を交わしておく必要があるのです。
　本事業では、利用者との間に、死亡後の支払についての特約を締結している場合のみ、死亡後の支払いができるものとします。
　ところが、特約には相続財産管理人選任についての特約と同様に、次のような問題が生じます。

　≪死後の委任契約があっても金融機関の口座は凍結する≫
　　社協が利用者と死後の支払についての委任契約（特約）を締結していても、金融機関の口座は凍結してしまい、払い戻しができなくなります。
　　そこで、社協は利用者の死亡後に支払う利用料を決定し、利用者の生存中に前納してもらうことが必要になってきます。ここで問題となるのは、前納していただく金額とその時期、さらにはその確保、そして前納していただいた金額を社協会計で処理ができるかどうかということです。もし、前納金額が多く、社協会計にその現金が残るようなことになり、さらには返還先がないということになると、書類でもないため、廃棄もできず、社協会計に残り続けるという事態が生じてしまうことになるのです。
　　



































































































































































福祉サービス利用援助契約特約書（案）








　（利用者）と（実施社協）との間に平成○年○月○日付けで締結した福祉サービス利用援助契約に関する特約を次のとおり定めます。








（利用者）は、（実施社協）に対し、福祉サービス利用援助契約書に付随する特約として、（利用者）の死亡後における第２条の事務を委任し、（実施社協）はこれを行うことができます。








（実施社協）は、福祉サービス利用援助契約第2条により行ってきた援助のうち、（利用者）が生存中に利用した福祉サービスの利用料、医療費、公共料金、日用品等の代金など日常金銭管理サービスに係る支払いを行います。








（実施社協）は、前条の支払いに必要な費用を（利用者）の財産のなかから支出します。








（実施社協）は、第２条における費用を支払った後、相続人または相続財産管理人に収支報告します。











平成　　年　　月　　日








（利用者）


住　所


氏　名　　　　　　　　　　　　印





（実施社協）


　　住　所　


　　名　称


　　会　長　　　　　　　　　　　　印


電話番号









































































































































































































































































































































３　利用者死亡後の支払の考え方
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